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設 計 業 務 委 託 内 容 説 明 書 

１ 業務名 桑園キャンパス管理実習棟・体育館ほか受変電・電気設備更新工事実施設計 

２ 履行期間 契約書に示す着手の日から 令和 ８年 ３ 月 １６ 日まで 

３ 委託料 円也 

業務価格 円也 

消費税等相当額 円也 

４ 業務人・日 （   ２６ 人） 

注１）業務人・日は委託料を算定するための参考数量であり、契約上の業務人・日を規定するものではありま

せん。 

注２）業務人・日は技師Cを基準として算定しています。 

（仕様書に規定する業務遂行に要する全ての人件費相当分を含みます。） 

注３）アンカー引張試験、アスベスト分析調査、アスベスト含有建材損傷、劣化状態調査がある場合、それぞ

れに係る経費については上記業務人・日と別途に加算しております。 

５ 業務内容 

  「札幌市建築設計業務委託共通仕様書」（（令和3年7月1日一部改正版）財政局工事管理室HP

（https://www.city.sapporo.jp/zaisei/kojikansa/kijun/kijun.html）参照。以下同じ。）及び別紙の「建

築設備設計業務委託特記仕様書」にもとづく設計業務とする。 

http://www.city.sapporo.jp/zaisei/kojikansa/kijun/kijun.html
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建築設備設計業務委託特記仕様書（改修） 

Ⅰ 業務概要 

１．業務名称 桑園キャンパス管理実習棟・体育館ほか受変電・電気設備更新工事実施設計 

２．計画施設概要 

（１）施設名称  札幌市立大学（桑園キャンパス管理実習棟、体育館ほか） 

（２）敷地の場所 札幌市中央区北11条西13丁目 

（３）施設用途  平成31年国土交通省告示第98号 別添二 

類型第８号第１類（大学） 

類型第○○号第○類（○○○○） 

３．設計与条件 

（１）敷地条件 

ア 敷地の面積  １８，１５１ ㎡ 

イ 用途地域及び地区の指定   第一種住居地域 

（２）施設の条件 

ア 施設の延べ面積 ４，４８４ ㎡（体育館944㎡を含む）

イ 主要構造    ＲＣ造 地上４階（体育館部分：ＳＲＣ造 地上２階） 

ウ 耐震安全性の分類

「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」(平成25年３月29日付け国営計第126号、国営整第198

号、国営設第135号)による耐震安全性の分類は以下のとおりとする。（選択項目のうち、⦿印の付

いたものを適用する。）

ア 構造体 （・ Ⅰ類 ⦿ Ⅱ類 ・ Ⅲ類 ）

イ 建築非構造部材 （⦿ Ａ類 ・ Ｂ類）

ウ 建築設備 （・ 甲類 ⦿ 乙類）

（３）建設の条件 

ア 建設予定工期 令和８年度 

イ 工事概要 下記の電気設備の更新工事を行う。

・受変電設備（第一電気室：高圧受電盤、低圧電灯盤、低圧動力盤）の機器等

・電灯設備（管理実習棟・体育館の電灯設備のLED化）

・中央監視制御設備（中央監視装置センター装置）

・自動火災報知設備（GR型受信機）

・構内交換設備（主装置及び多機能電話）

（４）その他設計与条件は次による。 

ア 条件

・既存建築物内のアスベスト含有建材の有無について確認すること。

・工事概略工程及び改修項目の概算工事費及び内訳書を令和７年９月１日までに提出すること。

・概算工事費内訳書は令和5年改定版の国土交通省公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編）に倣う

こと。

・大学施設を使用しながらの工事であることを考慮し、改修の順序を検討し概略工程を作成すること。

イ 参考図面 ： １０枚

Ⅱ 業務仕様（記載事項のうち、・印の付いたものについては、⦿印の付いたものを適用する。） 
本特記仕様書及び図面に記載されていない事項は、「札幌市建築設計業務委託共通仕様書」による。 

１ 主任設計者の資格要件 

⦿ 一級建築士又は建築設備士 

・ 設備設計一級建築士

２ 主任技術者の選任 
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受託者は本設計業務を遂行するため、主任設計者の下に主任技術者を配置するものとする。 

（１）主任技術者の資格要件 

⦿ 実務経験（大卒・高専卒３年※、高卒５年※、その他１０年以上） 

（２）主任技術者の配置（主任技術者の一人は主任設計者と兼務することができる。） 

・ 建築担当 

⦿ 電気設備担当 

・ 機械設備担当 

※注 建築は建築学又は都市工学、電気設備は電気工学又は電気通信工学、機械設備は土木工学、建築学、機械工学、都市工学

又は衛生工学に関する学科を修めた後、記載した実務経験年数を有する者。 

 

３．プロポーザル方式により業務を受託した場合の業務履行 

受託者は、プロポーザル方式により設計業務を受託した場合は、技術提案書により提案された履行体制によ

り当該業務を履行する。 

（本委託についての適用 ：   ・ 有り      ⦿ 無し） 

 

４．設計業務の範囲 
（１）一般業務 

ア 基本設計 イ 実施設計 
・ 建築（総合）基本設計 ・ 建築（総合）実施設計 

・ 建築（構造）基本設計 ・ 建築（構造）実施設計 

・ 電気設備基本設計 ⦿ 電気設備実施設計 

・ 機械設備基本設計 ・ 機械設備実施設計 

  
    

（２）追加業務 
・ 建築積算業務 ( ・   ) 
⦿ 電気設備積算業務 ( ・   ) 
・ 機械設備積算業務 ( ・   ) 
・ 計画通知申請手続き業務 

・ 構造計算適合判定の手続き 

・ 建築物エネルギー消費性能適合性判定の手続き 

・ モデル建物法以外による省エネルギー計算等   

・ 建築物エネルギー消費性能確保に関する届出の手続き 

 

 

 

 

 

 

 

(注３） 

 

(注３) 

 

⦿ 概略工程表作成    
・ リサイクル計画書作成    
・ 建築物環境配慮計画書作成（CASBEE札幌）    
・ 透視図作成    
・ 模型製作 ( 写真撮影含む ) 
・ 日影図作成    
・ 住宅の品質の確保の促進等に関する法律に規定する住宅

性能評価に関する資料作成及び申請手続き 

( 評価対象戸数：全住戸 ) 

・ 国庫補助事業に関する資料作成    
・ 建築基準法等に係る許可・認定の手続き    
・ 用途地域内の建築許可に伴う意見の聴取会に係る業務    
・ 宅地造成等規制法許可、宅地等開発行為の許可に関す

る手続き 

   

・ バリアフリー法に基づく基準適合義務の届出の手続き    
・ 札幌市緑の保全と創出に関する条例の緑保全創出地域

制度による現状変更行為に係る緑化協議書の作成 

   

・ 札幌市景観計画に関する資料作成    
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・ 札幌市雨水流出抑制に関する指導要綱による計画書の

届出 

   

・ 札幌市駐車場附置義務条例、共同住宅駐車場指導要綱に  

に関する計画書の届出 

   

・ 札幌市ごみステーションの設置等に関する要綱、札幌 

市事業系廃棄物保管場所設置指導要綱に関する届出 

   

⦿ アスベスト含有建材等使用状況調査（分析調査を除く）    
・ 外構等附帯工事の設計図書の作成    
・ 既存建築物現況の図面復元    
・ 既存建築物の法適合確認    
・ 建築物衛生法における特定建築物の事前協議及び手続き    
・ 敷地外の上下水道、ガス、通信等の調査及び協議    
・ 分割発注に伴う建築との調整業務    
・ 数量を拾った箇所や範囲を示す図面等の資料作成    
・ 改修材料等変更に伴う固定荷重増による構造検討    
・ アンカー引張試験 (  ) 

    

・ アスベスト成分分析・損傷、劣化状態調査 ( 別添アスベスト成分分析・損傷、劣化状態調

査特記仕様書による 
) 

    ・ ZEB化への調査、分析、検討業務 
    ・ BELS認証（建築物のエネルギー消費性能を評価・ 
      格付け等する業務） 
    ・ 既存建築物の飲料水の配管設備状況調査（チェックシート参照） 
     

注1）積算業務は原則として物価本２誌及び見積りによる単価策定により行うが、これによらない特別な

事由がある場合は担当職員と協議すること。 
注2）「建築物エネルギー消費性能適合性判定の手続き」及び「建築物エネルギー消費性能確保に関する

届出の手続き」とは、建築物省エネ法第13条第2項に規定する建築物エネルギー消費性能適合性

判定に係る手続き及び同法第20条第2項に規定する建築物の建築に関する通知に係る手続きをい

う。 
 
５．業務の実施 
（１）一般事項 

ア 基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準によって行う。 
イ 実施設計業務は、提示された設計与条件、基本設計図書及び適用基準等によって行う。 
ウ 積算業務は、担当職員の承諾を受けた後の実施設計図書及び適用基準によって行う。 

 
（２）打合せ及び記録 

打合せは次の時期に行い、速やかに記録を作成し提出する。 
ア 業務着手時 
イ 担当職員または主任設計者が必要と認めたとき 
なお、打合せ記録は、（参考）様式を利用するなどして適時行うこと。 

 
（３）業務の中間確認 

委託業務中間確認の対象業務に指定する場合がある。 
 
（４）適用基準等 

特記なき場合は、国土交通省大臣官房営繕部制定または監修したものによる。 
建築 （ 年版等 ）   
・ 公共建築工事標準仕様書         (建築工事編) （令和4年版） ・貸与 
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・ 公共建築改修工事標準仕様書    （建築工事編） （令和4年版） ・貸与 

・ 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準の解説 （令和 3年版） ・貸与 

・ 官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説 （平成 8年版） ・貸与 

 
建築積算等 （  年版等）   
・ 公共建築工事積算基準 （令和5年版） ・貸与 
・ 建築数量積算基準・同解説 （平成29年版） ・貸与 
・ 建築工事内訳書標準書式・同解説 （平成30年版） ・貸与 
・ RIBC2用貸出データ  ・貸与 
・ 工事特記仕様書データ  ・貸与 

 
設備 （   年版等）  
⦿ 公共建築工事標準仕様書       （電気設備工事編） （令和4年版） ・貸与 
⦿ 公共建築改修工事標準仕様書   （電気設備工事編） （令和4年版） ・貸与 
⦿ 公共建築設備工事標準図       （電気設備工事編） （令和4年版） ・貸与 
・ 公共建築工事標準仕様書       （機械設備工事編） （令和4年版） ・貸与 
・ 公共建築改修工事標準仕様書   （機械設備工事編） （令和4年版） ・貸与 
・ 公共建築設備工事標準図       （機械設備工事編） （令和4年版） ・貸与 
⦿ 建築設備計画基準 （令和 3年版） ・貸与 
⦿ 建築設備設計基準 （令和 3年版） ・貸与 
⦿ 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準の解説 （令和 3年版） ・貸与 
⦿ 官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説 （平成 8年版） ・貸与 
⦿ 建築設備耐震設計・施工指針（日本建築センター） （ 2014年版 ） ・貸与 

 
設備積算 （   年版等）  
⦿ 公共建築工事積算基準 （令和5年版） ・貸与 
⦿ 公共建築設備数量積算基準・同解説 （平成31年版） ・貸与 
⦿ 公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編）・同解説 （平成30年版） ・貸与 
・ RIBC2用貸出ﾃﾞｰﾀ  ・貸与 
⦿ 工事特記仕様書データ  ・貸与 
・ 国土交通省土木工事標準積算基準書 （平成31年版） ・貸与 

 
（５）資料の貸与及び返却 

貸与資料 適用 
・適用基準等のうち「・貸与」に⦿印のついたもの  
・ 敷地測量図（一式）  
・ 設計計画図（一式）  
・ 標準図（一式）  
・ 地質調査資料（一式）  
・ 設計基準（一式）  
・ 設計資料（一式）  
⦿ 建築図面（一式）  
⦿ 貸与データ等（一式）  
貸与場所 札幌市立大学 
返却場所 同上 

 
（６）成果物の提出場所 （ 札幌市立大学           ） 

 
（７）成果物の部分引渡し 
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ア 部分引渡しを要する部分 （                ） 
イ 引渡し期日       （ 令和８年 ３月 １６日 迄  ） 

 
（８）道産材の使用 

受託者は、工事に使用する主要資材のうち、道内で産出、生産または製造される資材等で、規格品質等

が適正である場合は、これを優先的に使用するように努めること。（木材および木材製品は除く。） 
 
（９）地域材の使用 

受託者は、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」（平成 22 年法律第 36 号。以下

「法」という。）及び法第８条第１項の規定に基づく「北海道地域材利用推進方針」（平成 23 年 3 月策

定。以下「方針」という。）の趣旨を踏まえ、地域材（道内の森林から産出され、道内で加工された木

材）の積極的な活用を検討すること。また、採用にあたっては担当職員と協議を行うこと。 
 
（10）建設副産物対策への配慮 

受託者は、建設副産物の発生抑制及び再利用の観点から業務を遂行すること。また、建設汚泥に

ついては原則として再生処理を行ったのち、再生材として利用すること。 

 
（11）環境への配慮 

受託者は「札幌市の環境方針｣、｢札幌市公共建築物環境配慮ガイドライン｣の意図を理解し、環境に配

慮した設計に努めること。 
 

（12）グリーン購入法について 
受託者は「札幌市グリーン購入ガイドライン」の意図を理解し、該当する品目の検討・採用に努めるこ

と。 
 

（13）個人情報の取扱  

個人情報の取扱いについては、別紙【個人情報の取扱いに関する特記事項】によるものとする。 

なお、市民の声整理票、事故報告など、業務関係者以外の第三者の個人名・住所・連絡先が記載された

書類を提出する場合が、先述の特記事項による「個人情報の取扱い」に該当するため、そのような事象が

発生した場合は、「個人情報の取扱いに係る安全管理措置実施申出書(別紙様式１－１)」を提出すること。 

 

（14）福祉のまちづくり条例について 

受託者は、本市の｢福祉のまちづくり条例の整備基準｣の意図を理解し、障がい者や高齢者等に配慮した

設計を行うこと。なお、整備基準に適合させることが著しく困難な場合は、事前に担当職員と協議を行う

こと。 
また、福祉のまちづくり条例への適合状況を確認したチェックリスト（「福祉のまちづくり条例の施設整

備マニュアル」P48～）及び協議を行った場合の協議記録を成果品に添付すること。 
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６ 成果物提出部数 
 
（１）基本設計 

成果物等 部数 形態 適用 
建築（総合）    
・ 建築（総合）設計図 各１部 A3製本 図面目録は別表による 
・ 基本設計説明書 各1部   
建築（構造）    
・ 基本構造計画案 各1部   
・ 構造計画概要書 各1部   
・ 構造仕様概要書 各1部   
電気設備    
・ 電気設備計画概要書 各1部   
・ 仕様概要書 各1部  システムレイアウト、系統図 
機械設備    
・ 空気調和設備計画概要書 各1部   
・ 給排水衛生設備計画概要書 各1部   
・ 昇降機設備計画概要書 各1部   
・ 仕様概要書 各1部   
共通    
・ 工事費概算書 各1部   
・ 色彩計画書 各1部   
・ 整備基準チェックリスト 
（福祉のまちづくり条例） 

各１部  「福祉のまちづくり条例の施設整備マニュア

ル」P48～ 
追加業務    
・ 日影図 各1部   
・ 透視図 各1部   
・ 模型    
資料等    
・ 各種技術資料 一式   
・ 各記録等 一式   
・ ＣＡＤデータ 一式 CD-R等  
・ （          ）    
注）建築（構造）・電気及び機械設備の成果図書は、建築（総合）基本設計の成果図書の中に含めてもよい。 
注）ＣＡＤデータの保存形式及びレイヤー構成等については、業務着手時に担当職員と協議する。 
（別表）基本設計 図面目録 
 縮尺 適用 
建築（総合）設計図   
・ 仕様概要表   
・ 仕上表   
・ 面積表及び求積図   
・ 敷地案内図   
・ 配置図   
・ 平面図（各階）   
・ 断面図   
・ 立面図（各面）   
・ 矩計図（主要部詳細）   
・ 計画説明書（ﾊﾟﾈﾙ作成を含む）   
※縮尺について特記ない場合は担当職員との協議によること



 
8 

（２）実施設計 
成果物等 原図 写し 形態 適用 

建築（総合）     
・ 建築（総合）設計図 各１部 １部 A1製本 図面目録は別表による 
・ 建築（総合）設計図縮小版 各１部 ４部 A3製本  
・ 建築（総合）設計図縮小版  １部 A3バラ  
・ 計画通知図書（縮小図面）  ２部 A3折り図 適合判定ありの場合は３部 
建築（構造）     
・ 建築（構造）設計図 各１部 １部 A1製本 図面目録は別表による 
・ 建築（構造）設計図縮小版 各１部 ４部 A3製本  
・ 構造計算書 各１部    
・ 建築（構造）設計図縮小版  １部 A3バラ  
・ 構造計算プログラムの入力データ 一式  CD-R等  
電気設備     
⦿ 電気設備設計図 各１部 １部 A1製本 図面目録は別表による 
⦿ 電気設備設計図縮小版 各１部 １部 A3製本  
⦿ 電気設備設計計算書 各１部 １部  電子データ(CD-R等) 
・ 計画通知図書（縮小図面）  ２部 A3折り図  
機械設備     
・ 機械設備設計図 各１部 １部 A1製本 図面目録は別表による 
・ 機械設備設計図縮小版 各１部 １部 A3製本  
・ 機械設備設計計算書 各１部 １部  電子データ(CD-R等) 
・ 計画通知図書（縮小図面）  ２部 A3折り図  
共通     
⦿ 工事費概算書 一式    
・ 整備基準チェックリスト 

（福祉のまちづくり条例） 

各１部   「福祉のまちづくり条例の施設整備マニ

ュアル」P48～ 
追加業務     
・ 建築工事積算数量算出書 １部 １部  部位、階別集計  含見積書等 
・ 建築工事積算数量調書(ﾃﾞｰﾀ) １部 １部 CD-R等 内訳書入力、諸経費積上げ分まで 
⦿ 電気設備工事積算数量算出書 １部 １部  部位、階別集計  含見積書等 
⦿ 電気設備工事積算数量調書（ﾃﾞｰﾀ） １部 １部 CD-R等 内訳書入力、諸経費積上げ分まで 
・ 機械設備工事積算数量算出書 １部 １部  部位、階別集計  含見積書等 
・ 機械設備工事積算数量調書（ﾃﾞｰﾀ） １部 １部 CD-R等 内訳書入力、諸経費積上げ分まで 
・ 構造計算適合判定に関する資料     
⦿ 概略工程表     
・ リサイクル計画書     
・ 建築物省エネ法に関する資料    （省エネ適合性判定・届出） 
・ 建築物環境配慮計画書(CASBEE)     
・ 透視図（データ含む） １部 １部 CD-R等  
・ 模型（写真データ含む） 一式  CD-R等  
・ 日影図     

・ 住宅性能評価に関する資料     

・ 国庫補助事業に関する資料     

・ 建築基準法等の許可・認定に関する資料     

・ 用途地域内の建築許可に伴う意見の

聴取会に関する資料 

    

・ 宅地造成等規制法許可、宅地等開発

行為の許可に関する資料 
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・ バリアフリー法に関する資料     
・ 緑化協議書     
・ 景観計画に関する資料     
・ 雨水流出抑制対策に関する計画書     
・ 駐車場附置義務条例、共同住宅駐 

車場指導要綱に関する計画書 

    

・ ごみステーション、事業系廃棄物保

管に関する届出に関する資料 

    

⦿ アスベスト含有建材等調査資料     
・ 外構等付帯工事の設計図書     
・ 既存建築物現況の復元図面     
・ 既存建築物の法適合確認資料     
・ 敷地外の上下水道、ガス、通信等の

調査及び協議に関する資料 

    

・ 設備設計数量を拾った箇所や範囲を

示す図面等 

    

・ 建築物衛生法における特定建築物 

の事前協議及び手続きに関する資料 

    

・ アスベスト成分分析・損傷、劣化状

態調査資料 

一式   別添アスベスト成分分析・損傷、劣化状態調査特

記仕様書のとおり 
・ アンカー引張試験報告書 一式    
・ ZEB化への調査、分析、検討業務に

関する資料 
    

・ BELS認証（建築物のエネルギー 
消費性能を評価・格付け等業務）に

関する資料 

    

・既存建築物における飲料水の配管設備

状況調査資料 
    

資料等     
⦿ 各種技術資料 一式   電子データ(CD-R等)は担当職員との協議による 

⦿ 記録図書類 一式   電子データ(CD-R等)は担当職員との協議による 
⦿ ＣＡＤデータ 一式  CD-R等  
・      
・      
注）建築（構造）・電気及び機械設備の成果図書は、建築（総合）実施設計の成果図書の中に含めることもでき

る。 
注）ＣＡＤデータの保存形式及びレイヤー構成等については、業務着手時に担当職員と協議する。 
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（別表）実施設計 図面目録  （※縮尺の特記がない場合は担当職員との協議によること） 
 縮尺 適用 

建築（総合）設計図   

・ 特記仕様書   

・ 仕様概要表   

・ 仕上げ表   

・ 面積表及び求積図   

・ 敷地案内図   

・ 配置図   

・ 各階平面図   

・ 断面図   

・ 立面図（各面）   

・ 矩計図（主要部詳細図）   

・ 展開図   

・ 天井伏図、床伏図等   

・ 平面詳細図   

・ 断面詳細図   

・ 部分詳細図   

・ 建具表   

・ 外構図  植栽、外部工事等一切を含む 

・ 仮設及び安全計画図   

・ （             ）   

・    

建築（構造）設計図   

・ 構造設計図   

(1)伏図   

(2)軸組図   

(3)各部断面図   

(4)標準詳細図   

(5)各部詳細図   

・ 構造特記仕様書   

・    

・    

・    

・    

・    
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電気設備設計図 縮尺 適用 

⦿ 電灯設備図   

・ 動力設備図   

⦿ 受変電設備図   

・ 自家発電設備図   

・ 避雷設備図   

⦿ 構内交換設備図  系統図共 

・ 構内情報通信網設備図   

・ 電気時計拡声設備図   

・ インターホン設備図   

・ テレビ共同受信設備図   

⦿ 自動火災報知設備図  系統図共 

⦿ 中央監視制御設備図  系統図、情報点数表共 

・ 防犯設備図   

・ 構内配線経路図   

・ 電気暖房設備図   

・ ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞ(ﾌﾛｱﾋｰﾃｨﾝｸﾞ)設備図   

・ 電波障害除去設備図   

・ その他（             ）   

・    

機械設備設計図   

・ 空調調和設備図   

・ 換気設備図   

・ 排煙設備図   

・ 衛生器具設備図   

・ 給水設備図   

・ 排水設備図   

・ 給湯設備図   

・ 消火設備図   

・ 厨房機器設備図   

・ ガス設備図   

・ 焼却炉設備図   

・ し尿浄化槽設備図   

・ ごみ処理設備図   

・ さく井設備図   

・ 自動制御設備図   

・ 昇降機設備図   

・ 搬送機設備図   

・ 特殊設備図   

・ 屋外設備図   

・ その他（                 ）   

・    

電気・機械共通図   

⦿ 特記仕様書   

⦿ 機器表   

⦿ 敷地案内図   

⦿ 配置図   

その他   

・    
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   ＊＊＊工事設計図 

 
 
 
  ＊＊＊＊工事実施設計図 

※ ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ等の光学メディアを使用する

際、光学メディアに直接シールを貼り付ける方法

は、シール剥がれや伸縮等により読み取り面や使用

機器へ悪影響を及ぼす恐れがあることから行わな

いこと。 

７ 設計原図の材質等 
 

（１）材質          ⦿ 普通紙   ・ （           ） 

（２）設計原図の大きさ    ⦿ Ａ１判   ・ Ａ２判 

（３）その他 
様式は下図を標準とする 

 
○表紙の例                     ○設計図の例 
     

 
 
 
 
                                  
 
                                  
 
 
８ 成果物の電子納品 

⦿  対象 

・  対象外 

（１）電子納品は、札幌市「電子納品に関する手引き【営繕業務編】」（以下「手引き」）及び「手引き」

に定義される国土交通省基準に基づいて作成すること。その際、フォルダ構成やファイル名につい

ては上記の基準によることを原則とし、それによらない場合は担当職員に申し出ること。 

なお、納品に使用する電子媒体の種別については担当職員と協議すること。 

（２）電子データ印刷物の納品 

⦿ 不用（電子データのみ） 

・ 必要（紙・電子の両方を納品） 

 

注）成果物を電子データで納品する場合は、使用する電子媒体にラベル等でデータ内容・作成日

時・受託者名を明示し、最新のウィルス定義によりウィルス駆除ソフトで検証したうえ提出す

ること（下図例参照）。なお、電子媒体は２部提出とし、データ追記不可の状態とすること。 

 

○データラベルの例 

 

 

 

 

                       

 
 

 
９ ＣＡＤデータの保存形式 

ＣＡＤデータの保存形式及びレイヤー構成等については、業務着手時に担当職員と協議する。 
成果品のＣＡＤデータ形式は次の３種類全て納めること。 
 
（１）貴社で使用しているＣＡＤのオリジナル形式 
（２）ＤＸＦ形式 

（３）ＰＤＦ形式 

 
 

  

業務名 ＊＊＊＊設計業務 

ﾌｧｲﾙ名 ＊＊＊＊＊＊ 

作成日 ＊＊年＊月＊日 

受託者名 株＊＊＊設計事務所 

＊＊年＊月＊日ｳｨﾙｽﾁｪｯｸ済 
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（参考）様式１ 

指示書                          年  月  日 

業

務

名 

  担当職員  
   

（指示事項） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 上記のとおり指示します 

 
上記の指示事項について承諾しました 
（受託者） 
 
 

    年  月  日 

主任設計者 主任技術者 
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（参考）様式２ 

 
 

承諾書 
 
 

    年  月  日 

業

務

名 

 (受託者) 

（承諾事項） 主任設計者 主任技術者  
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
添付図    葉 
 

上記の事項について承諾願います。 
 
上記の事項について承諾します。 
 
 

      年  月  日 

  担当職員 
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（参考）様式３ 

 

協議書 
 
 

       年  月  日 

業

務

名 

 (受託者) 

（協議事項） 主任設計者 主任技術者  
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
添付図    葉 
 

上記の事項について協議します。 
 
上記の事項について受理します。 
 
 

  年  月  日 

  担当職員 
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（参考）様式４ 
 

第   回 打合せ記録簿 ／   枚の内 

委託者 

   担当職員 

受託者 

主任設計者 主任技術者  

       

受託者名  整理番号  

業 務 名  場  所  

出 席 者  

打合日時  

打合方法 ・会議  ・メール  ・電話 
・FAX  ・その他（    ） 

（内容） 
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別紙１ 積算について 
・設計内訳書」は、国土交通省の「内訳書標準書式」によること。 
・単価策定については、下記表に基づき策定すること。 

項 目 内 容 備 考 

標準単価 
建設物価（建設物価調査会） 
積算資料（経済調査会） 
の物価本2誌平均とする。 

別紙2「刊行物単価比較表」に記載する。 

市場単価 
建築コスト情報（建設物価調査会） 
建築施行単価（経済調査会） 
の物価本2誌平均とする。 

見積り 機器費・材料（製造メーカー）３社 
労務費（専門業者）３社 「公共建築工事見積標準書式」による。 

 
別紙２ 刊行物単価比較表 
工事名称 ：                

名 称 
規格・形式・ 

附属品 
平均 
単価 

採用 
単価 単位 

採用刊行 
物数 

合計値 
物価本A 物価本B 物価本C 物価本D 
単価 頁 単価 頁 単価 頁 単価 頁 

   
 
 

           

               

               

               

               

               

 
※１ 平均単価＝（物価本A+物価本B＋・・・）／採用刊行物数 
※２ 採用単価 平均単価の有効数字３桁 
※３ 採用刊行物数：物価本A、物価本B、物価本C、物価本Dで該当単価のある刊行物の数 
※４ 頁：刊行物で該当単価のあるページ 
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【別紙様式１-１】 

個人情報の取扱いに係る安全管理措置実施申出書 

（工事・当初から個人情報の取扱いを委託しない設計等用） 
令和  年  月  日   

（会社名等）                  

（代表者氏名）                  

工事等名称：                                    
 
個人情報取扱事務について下記のとおり安全管理措置を実施することを申し出ます。 
 

記 
 
１ 個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順の策定 
  貴社の策定した個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順等をご記入ください。併せて、当該規

程をご提出ください。 
  基本方針、規程及び取扱手順等を策定していない場合は、下記の記載欄に「契約書の特記事項を遵守する」旨

の宣誓をしてください。下記に当てはまるものの□欄にチェックをしてください。 
  □ 個人情報の取扱いに関する基本方針等を提出 
  □ 契約書の特記事項を遵守することを宣誓します 

２ 個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者の設置 
  個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者を記入してください。上記１により提出した基本

方針等に記載がある場合は不要です。なお、付箋等で該当箇所をご教示願います。 
 （総括保護管理者）            

 （保護管理者）              
  □基本方針等に記載がある（該当する場合は□欄にチェック） 

３ 従業者の指定及び監督 
 (1) 当該案件に従事する従業者を記載してください。※該当する□欄にチェック 
  □ 従事者名簿 

所 属 役 職 氏 名 秘密保持誓約 
   □誓約書を徴した 

   □誓約書を徴した 

   □誓約書を徴した 

   □誓約書を徴した 

 ※上記名簿が足りない場合は、同様の様式で別途作成し提出してください。 
 ※下記３(2)において個人情報秘密保持誓約した場合は、秘密保持誓約欄の□欄にチェックしてください。 
 

(2) 従業者の秘密保持に関する事項が明記されている書類をご提出ください。該当する書類がない場合は、本案

件に該当する各従業者から、当該案件において知り得た個人情報についてその秘密を保持する旨の誓約書を

徴し、上記３(1)従事者名簿に徴したことを記載してください。下記に当てはまるものの□欄にチェックをし

てください。 
  □ 秘密保持に関する事項が明記されている書類を提出 
  □ 従事者名簿にて誓約書を徴したことを記載 

４ 管理区域の設定及び安全管理措置の実施 
  設定した管理区域の名称（事務所名等）についてご記入ください。また、当該区域の施錠装置の有無について、

当てはまるものの□欄にチェックをしてください。施錠装置が無い場合は、代替となる安全管理措置について
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その他欄にご記入ください。 
 ・管理区域の名称                              
   施錠装置  □ 有り  □ 無し 

その他（                            ） 

５ セキュリティ強化のための管理策 
  文書・電子媒体等について、その管理策で当てはまるものの□欄にチェックをしてください。その他の策を実

施している場合は、具体的な策をご記入ください。 
  □ 取り扱うことができる従業者を定めている。 
  □ セキュリティ対策ソフトウェア等を導入している。 
  □ 施錠できる耐火金庫等に保管している。 
  □ 電子データを保存する時は、暗号化又はパスワードを設定している。 
  □ その他 
   ※具体的な策を以下にご記入ください。 
                                        

６ 事件・事故における報告連絡体制 
  当該業務に関して、個人情報の漏洩、滅失又は毀損等の事件や事故が発生した場合の本市への連絡を行う責任

者の氏名を記入してください。連絡責任者は、総括保護管理者又は保護管理者と同一の者でも構いません。 
 （連絡責任者）            

７ 情報資産を持ち運ぶ際の保護体制 
  情報資産を持ち運ぶ際の保護体制についてご記入ください。貴社の保護体制が各項目の内容に合致している

場合は、□欄にチェックをしてください。なお、その他の対策を実施している場合は、対策をご記入ください。 
  □ 情報資産を持ち運ぶ場合は、施錠した搬送容器等を使用している。 
  □ 複数人で持ち運ぶこととしている。 
  □ その他の盗難及び紛失対策を実施している。 
   ※対策を以下にご記入ください。 
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